
11．役員及び職員の給与の明細
法人単位 （単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (`)
52¶720

(`)
4

(`)
`

(`)
`

職 員 (36¶274)
340¶730

(14)
48

(`)
`

(`)
`

合 計 (36¶274)
393¶450

(14)
52

(`)
`

(`)
`

各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類

第一号勘定
日本万国博覧会
跡地の整備及び
施設運営

第二号勘定
日本万国博覧会
記念基金の管理
運用と助成事業

人件費等の立替払

立替分の返戻

独立行政法人日本万国
博覧会記念機構に関す
る省令第12条の繰入金
の支払い

法人単位の計算書と勘定別計算書の関係を明らかにする書類
１ 貸借対照表

（単位：円）

第一号勘定 第二号勘定 調 整 法人単位

資 産 の 部
Ò 流 動 資 産 3¶053¶778¶910 1¶077¶453¶191 (87¶603¶589) 4¶043¶628¶512

現金及び預金 852¶170¶403 137¶989¶934 990¶160¶337

有 価 証 券 1¶899¶781¶476 899¶863¶806 2¶799¶645¶282

未 収 金 245¶025¶529 318¶649 (87¶603¶589) 157¶740¶589

た な 卸 資 産 1¶638¶505 1¶638¶505

前 払 費 用 673¶212 69¶149 742¶361

未 収 収 益 54¶481¶018 39¶211¶653 93¶692¶671

そ の 他 8¶767 0 8¶767

Ó 固 定 資 産 126¶614¶430¶239 18¶117¶156¶998 144¶731¶587¶237

有形固定資産 106¶663¶007¶056 106¶663¶007¶056

建 物 4¶915¶979¶273 4¶915¶979¶273

減価償却累
計額

(1¶989¶734¶582) (1¶989¶734¶582)

構 築 物 7¶853¶107¶749 7¶853¶107¶749

減価償却累
計額

(3¶227¶899¶464) (3¶227¶899¶464)

機械・装置 2¶267¶821¶933 2¶267¶821¶933

減価償却累
計額

(982¶203¶941) (982¶203¶941)

車輌・運搬具 22¶787¶150 22¶787¶150

減価償却累
計額

(17¶431¶240) (17¶431¶240)

工具・器具・
備品

75¶893¶294 75¶893¶294

減価償却累
計額

(53¶373¶116) (53¶373¶116)

土 地 97¶687¶426¶518 97¶687¶426¶518

建設仮勘定 110¶633¶482 110¶633¶482

無形固定資産 16¶542¶155 16¶542¶155

施設利用権 16¶002¶155 16¶002¶155

そ の 他 540¶000 540¶000

投資その他の資
産

19¶934¶881¶028 18¶117¶156¶998 38¶052¶038¶026

投資有価証券 19¶919¶122¶028 18¶117¶156¶998 38¶036¶279¶026

貸倒懸念債権 200¶000 200¶000

貸倒引当金 (200¶000) (200¶000)

そ の 他 15¶759¶000 15¶759¶000

資 産 合 計 129¶668¶209¶149 19¶194¶610¶189 (87¶603¶589) 148¶775¶215¶749
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注１ 役員に対する報酬等の支給の基準の概要
・報酬月額：理事長 934¶000円、理事 772¶000円、監事 697¶000円
・退職手当の計算方法
［退職等の日における俸給月額×在職月数×100分の12•5×独立行政法人評価委員会が
定める業績勘案率（0•0～2•0）］

２ 職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要
・本給表については機構独自のものを使用
・退職手当の計算方法
［退職等の日の本給月額×次の区分による支給割合×在職年数］
\ 勤続５年までの期間 １年につき100分の100

] 勤続５年を超え10年までの期間 １年につき100分の140

^ 勤続10年を超え20年までの期間 １年につき100分の180

_ 勤続20年を超え30年までの期間 １年につき100分の200

` 勤続30年を超える期間 １年につき100分の100

ただし、合計額は本給月額の100分の5¶500を超えないものとする。
３ 人件費については、業務に直接従事している職員の給与比で一般管理費を按分しており、
区分経理ごとに支給人員を区分して記載することが困難なため、その記載を省略しておりま
す。
４ 支給人員数は、年間平均人員数によっております。
５ 非常勤の役員又は職員に対する報酬又は給与、退職手当の支給額及び支給人員を外数とし
て（ ）で記載しております。
６ 平成23年６月３日の閣議決定「国家公務員の給与削減支給措置について」及び平成23年10

月28日の閣議決定「公務員の給与改定に関する取扱いについて」に基づき、平成24年４月よ
り注１及び注２にかかる役職員の給与を減額して支給しております。
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